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第１章 公共施設等総合管理計画の策定について  

 

１ 計画策定の趣旨  

  本市では、高度経済成長期以降の人口増加や行政需要の拡大を背景に、市民の大切な

暮らしを支える、学校、スポーツ施設、図書館、地域の集会場や、道路、公園、上下水

道など、様々な公共建築物やインフラ資産（以下、「公共施設等」という。）が集中的に

整備され、現在では多くの公共施設等を保有しています。 

今後、人口減少や少子高齢化が進展していく中、公共施設等については同時に老朽化

が進行し、一斉に改修や更新時期を迎えることになりますが、地方財政は依然として厳

しい状況が続くことが予想され、これらに要する多額の維持更新費用により、今後、大

きな財政負担を強いられることとなります。 

  こうした公共施設等を取り巻く環境の変化は、本市に限らず、全国的な課題となって

いることから、国はインフラの老朽化対策の推進を目的に「インフラ長寿命化基本計画」

（平成 25 年 11 月）を策定し、さらに、各地方自治体に対して「公共施設等の総合的

かつ計画的な管理の推進について」（平成 26 年 4 月）により、すべての公共施設等を

対象とした管理に関する基本的な方針を示す「公共施設等総合管理計画」の策定を要請

しました。 

  本市においても、これまでに整備してきた公共施設等の老朽化が顕在化する中、人口

減少や公共施設等の利用ニーズの変化が予想されることを踏まえ、公共施設等のあり方

を総合的に検討する必要があります。 

そこで、公共施設等の全容を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命

化などを計画的に行いながら、財政負担の軽減と平準化を図るため、平成 29 年 3 月に

「各務原市公共施設等総合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）を策定しました。 

今回は、平成 30 年 2 月に改訂された「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての

指針」等に準拠するとともに、個別施設ごとの対応方針等を定めた個別施設計画の内容

や本市を取り巻く状況の変化等を踏まえ、総合管理計画の改訂を行うものです。 

本市においては、この総合管理計画を着実に推進することにより、市民サービスの維

持・向上を実現できる持続可能で自立した都市経営の確立を目指していきます。 
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２ 計画の位置付け 

  総合管理計画は、本市のまちづくりの羅針盤となる最上位計画『各務原市総合計画』

の下位計画として位置付け、本市が保有する公共施設等の全体に関する総合的なマネジ

メントの基本方針を示すものとします。 

また、この総合管理計画は、公共建築物やインフラ資産などの各施設類別における各

種計画（個別施設計画）の上位計画として位置付け、それぞれの個別施設計画を包括す

るものとします。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 計画の位置付け 

 

３ 計画の対象施設 

  総合管理計画の対象とする施設は、公共建築物、インフラ資産、プラント系施設とし、

それぞれを次のように定義付けます。 

（１）公共建築物 

「公共建築物」とは、市が事業主体となり整備する福祉施設、スポーツ施設、文化・

交流施設、学校施設等の建築物をいいます。また、公衆トイレや倉庫等も公共建築物に

含みます。 

 

（２）インフラ資産 

「インフラ資産」とは、道路、橋梁、公園・緑地、上下水道など、主に都市基盤を形

成する施設をいいます。 
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（３）プラント系施設 

  「プラント系施設」とは、一般的には工場や生産設備を有する施設のことをいいます

が、本計画においては廃棄物等の処理施設のことを指します。 

 

  これらの「公共建築物」・「インフラ資産」・「プラント系施設」を総称して「公共施設

等」といいます。 

図 2 計画の対象施設 

 

４ 個別施設計画との関連 

 個別施設計画については、総合管理計画で示している「施設類別に応じた基本方針」

を踏まえ、各インフラの所管省庁が公表する技術的助言等も参考にしながら、個別施設

の特性や維持管理・更新等に係る状況を踏まえ、具体的な今後の対応方針を定めていま

す。 

 今回の総合管理計画の改訂では、個別施設計画の内容を反映させており、今後は整合

性を確保した上で、適切に見直しを行っていきます。 

なお、施設の状態変化に応じて、個別施設計画に見直しの必要性が生じた場合には、

適宜、改訂を行います。 
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第２章 本市の現状 

 

１ 人口推計 

国勢調査の結果によると、本市の人

口は、平成 22 年にかけて増加してい

ましたが、平成 27 年には減少に転じ

ており、人口減少の局面を迎えていま

す。 

 

また、国勢調査の結果から、国立社

会保障・人口問題研究所（以下、「社 

人研」という。）が推計した令和 42 年

の本市の人口は、平成 27 年時点と比

較し、3 割程度減少し、約 10 万人ま

で落ち込むと公表されています。 

 

上記の人口推計を年齢３区分別でみ

ると、平成 27 年時点と比較し、年少

人口（0 歳～14 歳）、生産年齢人口（15

歳～64 歳）は 6 割程度に減少し、し

ばらくの間は増加が見込まれる老年人

口（65 歳以上）も、令和 27 年頃を

ピークに減少に転じると推計されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 年齢３区分別人口の推計 

図 4 社人研による人口推計 

図 3 人口の推移 



各 務 原 市 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画【令和 3 年度改訂版】    

5 

 

このような人口減少に対し、『各務原市人口ビジョン【令和元年度 改訂版】』では、

『各務原市総合計画』と『しあわせ実感かかみがはら総合戦略』の着実な推進により、

令和 6 年においても 145,000 人の人口を確保するとともに、人口減少期に入る時期を

遅らせ、その後の減少率を緩和させることで、令和 42 年に 120,000 人の人口を維持

できるよう果敢に挑戦していくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 本市の人口推計 
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２ 財政状況と将来見通し 

（１）歳入 

 

 

平成 23 年度から令和元年度までの普通会計の歳入決算額は、概ね 500 億円前後で

推移してきましたが、令和 2 年度の普通会計の歳入決算額は、新型コロナウイルス感染

症緊急経済対策として実施した特別定額給付金事業等の影響により国庫支出金が大幅

に増加し、約 754 億円となっています。 

 

（２）歳出 

図 8 歳出の状況 

図 7 歳入の状況 

（人件費＋扶助費＋公債費） 
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平成 23 年度から令和元年度までの普通会計の歳出決算額は、概ね 400 億円台で推

移してきましたが、令和 2 年度の普通会計の歳出決算額は、新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策として実施した特別定額給付金事業等の影響により補助費等が大幅に増

加したため、約 713 億円となっています。少子高齢化の進展や不安定な社会経済情勢

の影響等による社会保障関係費の増大により、扶助費は年々増加しており、この経費に

人件費と公債費を加えた義務的経費は、着実に増えています。 

 

また、公共施設等に係る投資的経費

については、平成 28 年度以降、県と

の共同による航空宇宙科学博物館リニ

ューアル事業の実施や、クリーンセン

ター基幹的設備改良事業、新庁舎建設

事業など大型事業の実施が続きました。 

なお、この 10 年間の支出額の平均

は 74.8 億円となっており、内訳は、

公共建築物で 37.4 億円（50.0％）、

インフラ資産で 31.4 億円（42.0％）、 

プラント系施設で 6.0 億円（8.0％） 

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 投資的経費の内訳 

図 9 投資的経費の推移 

（億円）

用　　途 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 10年平均 割 合

主に公共建築物関係 22.5 37.8 32.6 41.6 33.6 55.1 43.9 23.7 29.4 54.4 37.4 50.0%

主にインフラ資産関係 46.5 49.6 24.2 24.8 21.2 30.5 28.9 26.3 34.0 27.7 31.4 42.0%

主にプラ ント系施設関係 5.0 5.3 4.6 4.4 4.1 4.0 3.7 5.4 18.5 4.8 6.0 8.0%

合　計 74.0 92.7 61.4 70.8 58.9 89.6 76.5 55.4 81.9 86.9 74.8
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（３）各種財政指標 

 ①財政力指数 

地方自治体の財政基盤の強さを示す「財

政力指数」は、市税収入が平成 27 年度以

降増加していることなどから徐々に改善

しています。 

 

 ②経常収支比率 

財政の弾力性を示す「経常収支比率」は、

高齢化の進展等、扶助費の増加による義 

務的経費の拡大等を要因として、概ね 

90％前後で推移しています。 

 

 ③実質公債費比率 

借金の返済額及びこれに準じる額の大

きさを指標化し、資金繰りの危険度を示す

「実質公債費比率」は、低い水準で推移し

ており、使途を特定されない経常一般財源

に対して、借金の返済に充てる市税等の割

合が低く、健全な財政運営が行われている 

と言えます。 

 

なお、経常収支比率、実質公債費比率と

もに、令和 2 年度の数値が前年度より大幅

に上昇しているのは、主に将来負担を軽減

するため通常より前倒しで償還するテール

ヘビー償還
（※）

を行ったことによるもので

す。 

※テールヘビー償還…借入年度から最終償還年度までの年 

限よりも長く償還期間を想定した上で、その想定した償 

還期間をもとに算出した元金（元利）均等償還金額を定 

時で支払い、最終償還日に残元金を全て支払う償還方式 
 
 
 
 

図 12 実質公債費比率 

図 11 経常収支比率 

図 10 財政力指数 
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④基金残高 

これまで年度間の財源調整や将来の財政

需要への備えとして、決算上の剰余金の一部

を確実に基金へ積み立ててきましたが、庁舎

等整備基金の取り崩しがあり、基金残高は令

和 2 年度末で約 263 億円となっています。 

 

 

 

 ⑤地方債残高 

地方債残高は、地方交付税に算入される有

利な地方債に厳選した借り入れや、借り入れ

方法の工夫など、適切な公債管理を推進して

きたことにより、年々減少傾向にあり、令和

2 年度末で約 253 億円となっています。 

 

 

 

 

（４）今後の財政見通し 

歳入面については、市税収入は近年増加傾向で推移していますが、今後は、生産年齢

人口の減少に伴い個人市民税の減少が見込まれるほか、法人市民税についても、以前の

ような経済成長を見込むことが難しく、さらに新型コロナウイルス感染症の影響も懸念

されることから、大幅な税収増を期待することはできません。 

一方、歳出面については、今後の少子高齢化の進展により、65 歳以上の老年人口は

令和 22 年頃まで増加することが予測されており、扶助費のさらなる増加が見込まれま

す。 

これにより、義務的経費は今後も増加することが見込まれ、今までと同等の行政サー

ビスを維持することは困難になっていく恐れがあります。 

 

以上のように、厳しい財政状況が続くことが予想される中、市民サービスの維持・向

上を実現できる持続可能で自立した都市経営を確立していくためには、財政のスリム化

と公共施設等の最適化を図っていくことが必要となります。 

図 14 地方債残高の推移 

図 13 基金残高の推移 
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第３章 公共施設等の現状と課題  

１ 保有施設の現状 

（１）公共建築物の現状 

①施設保有量 

会
計

大　分　類 中　分　類 小　分　類
施設数

（箇所）
延床面積
（㎡）

集会施設 公民館・集会場 39 15,955

文化施設 文化会館 1 4,652

図書館 中央図書館・もりの本やさん 2 7,956

博物館 岐阜かかみがはら航空宇宙博物館 1 14,187

文化財 村国座・天狗谷遺跡保存施設　等 5 1,663

スポーツ施設 市民球場・市民プール・総合体育館　等 15 18,204

レクリエーション・観光施設 リバーサイド21・少年自然の家　等 5 5,008

産業系施設 産業系施設 南産業会館　等 3 1,996

学校 小学校・中学校・特別支援学校　等 27 189,670

その他教育施設 給食センター　等 2 3,907

子育て支援施設 幼保・幼児・児童施設 保育所・子ども館 8 8,886

高齢福祉施設 川島会館・慈光園・稲田園 3 6,870

障がい福祉施設 福祉の里　等 3 6,732

社会福祉施設 総合福祉会館・福祉センター　等 15 15,785

庁舎等 本庁舎（高層棟）・産業文化センター　等 3 30,462

消防施設 消防本部・消防署所　等 36 7,571

その他行政施設 大佐野倉庫　等 13 2,018

公営住宅 公営住宅 雄飛ヶ丘第1、第2・旭ヶ丘市営住宅 3 22,340

公園内建築物 公園内建築物 管理棟・便所・倉庫　等 76 1,872

その他 その他 瞑想の森市営斎場・公衆便所・駐輪場　等 22 5,389

282 371,123

行政系施設 庁舎等 水道庁舎 1 3,457

普
通
会
計

合　　計

行政系施設

市民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリ
エーション系施設

学校教育系施設

保健・福祉施設

 
 ・公有財産台帳（「各務原市公有財産及び債権の管理に関する規則」第 16 条）に登録され

ている物件を対象とした。※本庁舎は高層棟のみ計上。 

 ・分類は、総務省「公共施設等更新費用試算ソフト」で規定される用途分類に準拠した。 

 ・なお、大分類「供給処理施設」の北清掃センター、クリーンセンターは、本計画では「プ

ラント系施設」にて計上している。 

 

 

（令和 3 年 9 月 30 日現在） 

表 2 公共建築物の内訳 

公
営
企
業 

会
計 
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本市が保有する公共建築物（普通会計）の総量は、282 施設、延床面積 371,123

㎡となっています。用途別の内訳については、小学校や中学校などの学校教育系施設が、

193,577 ㎡（52.2％）と公共建築物の約半数を占めて最も多く、次いで庁舎や消防施

設などの行政系施設が 40,051 ㎡（10.8％）、福祉センターや福祉の里などの保健・福

祉施設が 29,387 ㎡（7.9％）、中央図書館や岐阜かかみがはら航空宇宙博物館などの

社会教育系施設が 23,806 ㎡（6.4％）の順となっています。 

 

 

住民基本台帳による令和 3 年 4 月 1 日現在の人口 146,806 人に対する市民一人当

たりの延床面積は 2.69 ㎡となっています。 

 

A．総務省が公表する公共施設状況

調査による、本市と人口や産業

構造が類似する都市（類似団体

『Ⅲ－2』群）との比較 

 

○本市と同じ類似団体に属する

30 都市の一人当たり延床面積

の平均値は 3.69 ㎡となってお

り、本市はこれを下回る状況と

なっています。 

 

 

図 16 類似団体との比較 

図 15 施設類別に応じた整備状況 

近似曲線：傾向を可視化したもの 
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B．総務省が公表する公共施設状況

調査による、岐阜県内他市との比

較 

 

○県内他市の一人当たり延床面積

の平均値は 6.29 ㎡となっており、

本市はこれを下回る状況となっ

ています。 

 

 

以上のように、類似都市や県内他市の平均値と比較した結果、いずれの場合において

も平均値を下回っている状況にあります。 

 

②施設保有量の推移 

建築年別の整備状況をみると、高度経済成長期の急激な人口増加により、昭和 40 年

代半ばから昭和 60 年代前半にかけて、学校教育施設を中心に整備が進められる中、昭

和 40 年代半ばから昭和 50 年代半ばにかけて、住宅に困窮する低所得者の安心した暮

らしを確保するため、公営住宅を整備し、住宅不足の解消を図ってきました。昭和 57

年までには、本市が保有する公共建築物の半数が整備されるなど、大半の公共建築物が、

この期間に一斉に整備されています。 

その後、平成 3 年以降は急激な人口増加が緩まり、中央図書館や庁舎別館となる産業

文化センター、航空宇宙科学博物館（現在：岐阜かかみがはら航空宇宙博物館）の建設

など、市民生活の質の向上を図る社会教育系施設の整備を行ってきました。 

平成 15 年以降は、環境に配慮した北清掃センターの整備や、災害時の指定避難所と

なる学校体育館の耐震化による再整備が行われるなど、質の高い公共建築物の整備を進

めてきました。 

 

 

 

 

 

 

図 17 県内他市との比較 

近似曲線：傾向を可視化したもの 
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また近年では公共建築物等の複合化や民間譲渡などを行っており、総合管理計画の初版

策定以降の実績は表 3 のとおりとなっています。 

実施年度 内容 

平成 28 年度 鵜沼市民サービスセンター・東保健相談センター・うぬま東子ども館の移転・複合化 

平成 29 年度 

旧鵜沼市民サービスセンター、旧川島振興事務所の除却 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館のリニューアル 

東新町ふれあいセンターの整備 

平成 30 年度 
瞑想の森合葬式墓地の整備 

那加保育所、更木保育園、鵜沼東保育所、蘇原南保育所の民間譲渡 

令和元年度 
認定こども園各務保育園の民間譲渡 

伊木の森のリニューアル 

令和２年度 

鵜沼朝日町防災備蓄倉庫の整備 

那加第一小学校別棟の除却 

新弓道場の整備 

旧稲羽福祉センターの除却 

令和 3 年度 
市役所本庁舎（高層棟）の建替 

旧弓道場の除却 

表 3 初版（平成 29 年 3 月）以降の実績 

図 18 公共建築物の整備推移 
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 次に、公共建築物の建築経過年数をみると、一般的に老朽化が進行し、大規模修繕が

必要と言われる、築 30 年以上経過した公共建築物は、全体の 70％を占めています。 

特に、昭和 40 年代半ばから昭和 60 年代前半にかけて集中的に整備された小・中学

校などの学校教育系施設が主なものとなります。 

 さらに、10 年後、20 年後には築 30 年以上経過する公共建築物がそれぞれ全体の

83％、92％を占めると同時に、築 50 年を経過し、更新も視野に入れた検討が必要に

なる施設もそれぞれ全体の 49％、70％となります。 

今後、ますます施設の老朽化が進み、何も手を打たなければ改修や更新の時期が集中

することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 建築年経過推移の見込み 

【10 年後】 【20 年後】 【現在】 




